令和  8年 3月10日
税制改正及び中小企業政策に関するアンケート

新潟商工会議所　企業経営委員会
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	事業所名
	

	業　種
	

	資本金
	

	従業員数
（当てはまる箇所に✓を付けてください）
	□0人 　□20人未満　 □21人以上100人未満　 □100人以上

	回答者氏名
	


※個人情報保護について

氏名等の個人情報をはじめとする回答者に関する情報は、集計の際の分類のために使用するものであり、これら以外の目的に利用することはありません。個別の個人情報や内容については公表いたしません。
●参考添付資料

【資料１】令和8年度税制改正及に関する要望(新潟商工会議所)
【資料２】令和8年度税制改正の主な改正項目と令和9年度税制改正における検討課題について(日本商工会議所)
【冊　子】令和8年度 ここが変わる！ことしの税制改正
	Ⅰ．貴社の経営課題について


Ｑ１　貴社の経営において、現在重要な課題となっているものを上位から５つ選んで、
順位を番号（１、２、３、４、５）で記載してください。

(　　) 資金繰り・金利上昇への対応

(　　) 原材料・エネルギー価格（光熱費等）の高騰・経費増大

(　　) 商品・サービスへの適切な価格転嫁

(　　) 受注減少・販売不振・競争激化

(　　) 為替レートの変動（円安・円高等による影響）

(　　) 深刻な人手不足・人材の確保と定着

(　　) 人材の育成・リスキリング（学び直し）
(　　) 従業員の賃上げ（最低賃金引上げや社会保険料の負担増含む）
(　　) 働き方改革の推進・多様な働き方の整備

(　　) 多様な人材の活用（シニア人材・外国人材など）
(　　) 新規事業への進出・事業再構築

(　　) 事業承継・後継者不在（M&Aの検討を含む）

(　　) 設備の更新・新規設備投資

(　　) 販売力・技術力・商品開発力の不足

(　　) デジタル化・DXの推進（生成AI、IoT、ロボットの活用等）

(　　) 情報セキュリティ対策・サイバーリスクへの対応

(　　) カーボンニュートラル・GX・SDGsへの取組

(　　) 事業継続計画(BCP)の策定・見直し（自然災害・サプライチェーン寸断等への備え）

(　　) 各種法改正・制度変更への対応（インボイス、電帳法、社会保険の適用拡大など）

(　　) その他

Ｑ２　Ｑ１の回答について具体的な課題について記載してください。また、貴社での課題解決に役立つ税制面・政策面（融資・補助金）での支援につき、要望があればご記入ください。

	Ⅱ．税制改正に関するアンケート



【当所の令和8年度の主な税制改正要望】
○中小企業の法人税率特例の恒久化
○少額減価償却資産における即時償却制度の恒久化・拡充

　　　〇「パートナーシップ構築宣言」登録企業への支援について　
〇取引相場のない株式の評価方法の見直し

○事業承継税制の特例措置に変わる新たな制度の構築
　　　〇経営資源集約化税制（M&A税制）の拡充
○地域未来投資促進税制の拡充
　　　〇地方拠点強化税制の拡充
　　　〇創業・スタートアップ企業に対する税制支援について　　　
　　　〇事業所税の廃止
○消費税軽減税率制度の見直し
　　　○インボイス制度に係る経過措置について
　　　○二重課税の解消・印紙税の廃止
　　　
【令和8年度税制改正の主な内容】
○事業承継税制（特例措置）における特例承継計画の提出期限延長
　　　○少額減価償却資産の損金算入特例の延長・拡充（3年間延長・40万円未満へ拡充）

○研究開発税制・中小企業技術基盤強化税制の延長・拡充
　　　○消費税インボイス制度に係る負担軽減措置の延長・拡充等
　　　○中小企業向け賃上げ促進税制の維持・継続
　○従業員への「食事補助」に対する非課税上限の引上げ（月額3,500円から7,500円へ）
　○青色申告特別控除の控除額の引上げ
１．法人税・所得税等について
Ｑ１-１ 中小企業向け「賃上げ促進税制」について
令和8年度税制改正大綱において、中小企業向けの「賃上げ促進税制」の維持・継続が図ら
れましたが、貴社の本税制の活用状況について、最もあてはまる内容を以下から1つ選択し
てください。
（　　）既に活用したことがある
（　　）活用する予定である
（　　）賃上げを実施したが、税制の要件を満たさないため活用できない
　（　　）賃上げを実施していないため、活用しない
　（　　）制度の存在や内容をよく知らない・わからない
  （　　）その他の意見


Ｑ１-２ 今後、中小企業・小規模事業者が賃上げを実施しやすくするために、「賃上げ促進税制」
などの税制面での要望について、ご意見がご要望など教えてください。

Ｑ２　中小企業向け租税特別措置について
令和8年度末（2027年3月末）にて適用期限を迎える中小企業向けの租税特別措置について、
貴社の状況から今後も必要性が高いと思われるもの全てを選択してください。【複数回答可】
また、ご要望やご意見について自由記入欄にご記載ください
（　　）法人版事業承継税制（特例措置）
（　　）賃上げ促進税制
　（　　）中小企業経営強化税制
　（　　）中小企業投資促進税制
（　　）固定資産税の特例
（　　）中小企業の法人税率の軽減（年800万円以下の所得について19％→15％に軽減）

（　　）中小企業防災・減災投資促進税制
（　　）交際費課税の特例
（　　）商業地等に係る固定資産税等の条例減額制度

　（　　）わからない・特にない
　（　　）その他

【参考】
資料② 令和8年度税制改正の主な改正項目と令和9年度税制改正にける検討課題㊷より
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【その他、法人税・所得税等ついてご意見・ご要望をご記入ください】


２．事業承継税制・相続税について

Ｑ３ 事業承継税制の特例措置について

法人版事業承継税制の特例措置において、令和8年度税制改正で、特例承継計画の提出期限が延長され、特例承継計画の提出期限が令和9年9月末日までとなりました。（特例措置の終了は令和9年12月末まで）
このような中、事業承継税制の特例措置についての貴社の利用・検討状況について該当するものを以下から1つ選択してください。
（　　）事業承継税制の特例措置を利用している

　（　　）事業承継税制の特例措置の利用を検討中・準備中

　（　　）検討したが、利用はしていない
（　　）検討したことがない
　（　　）わからない
　（　　）その他の意見
　
Ｑ４ 今後の事業承継税制の在り方について
政府は、中小企業の事業承継を促進するための税制支援策を講じておりますが、これまでの改正を踏まえ今後の事業承継税制の在り方について該当するものを以下から1つ選択してください。
（　　）これまでの改正で十分である
　（　　）10年間の特例措置を延長する

　（　　）特例措置の恒久化、または一般措置の拡充
　（　　）わからない
　（　　）その他の意見




　　　　
【その他、事業承継税制ついてご意見・ご要望をご記入ください】
【その他、事業承継税制・相続税についてご意見・ご要望をご記入ください】


３．消費税について

Ｑ５-１ 消費税率の引き下げに関する影響ついて
　　　　現在、政府にて物価高対策としての消費税率の引き下げに関する議論が展開されておりますが、消費税率の引き下げが実行された際の貴社の経営への影響について、最も該当するものを1つ選択してください。また、その影響の内容やご意見・ご要望があれば、お聞かせください。
（　　）プラスの影響が大きい
（　　）ややプラスの影響がある
　（　　）マイナスの影響が大きい
　（　　）ややマイナスの影響がある
　（　　）特に影響はない
　（　　）わからない
　（　　）その他の意見


Ｑ５-２ インボイス制度について
　　　　令和5年10月にインボイス制度が導入され、一定期間における経過措置（①免税事業者等からの仕入税額相当額の控除、②免税事業者から課税事業者に転換した際の2割特例など）が、令和8年度税制改正において、延長・拡充が図られています。
このような中、貴社の状況に合わせて、以下から必要と思われるものをすべて選択してください。またご意見・ご要望があれば、お聞かせください。
（　　）免税事業者等からの仕入税額控除の延長・恒久化
　（　　）免税事業者が課税事業者に転換した際の、納税額に係る負担軽減措置の延長・恒久化
　（　　）中小企業者等の少額の支払い（1万円未満）について、インボイス制度の保存不要措置
　　　　　の延長・恒久化
　（　　）現行の改正の内容（経過措置は予定通り終了）でよい
　（　　）わからない
　（　　）その他の意見


【その他、消費税やインボイス制度についてご意見・ご要望をご記入ください】


４．その他の項目 
Ｑ６ 納税環境の整備について
申告納税方式を採用している我が国では、納税者である事業者が事務手続きに多大な負担を
強いられております。その納税環境について、事務の効率化や負担軽減のため、さらに見直
しが必要な項目などがありましたら、自由なご意見・ご要望をお聞かせください。

Ｑ７ その他、事業活動の遂行において必要と思われる税制面での要望等（利用のし易さ等）につきまして、自由にご記入ください

	Ⅲ．中小企業政策に関するアンケート



１.雇用・労働政策について
Ｑ１-１　労働市場の変化や働き方が多様化している中で、貴社における人員の充足状況について、該当するものを以下から１つ選択してください。また「不足している」とご回答頂いた方は、不足している職種や人員等をお聞かせください。
　（　　）過不足はない（適正である）
　（　　）過剰である
　（　　）多少不足している

　（　　）人手不足が深刻化しており、事業運営に影響が出ている
　（　　）その他　　
　　　
　　　　　　　※上記で、「多少不足している」または「人手不足が深刻化しており、事業運営に影響が出ている」とご回答頂いた方は、不足している職種・人員等をお聞かせください。
　（例）技術職、営業職など　　　
　　　　　
　　　　　
Ｑ１-２　上記設問で【多少不足している】【人手不足が深刻化しており、事業運営に影響が出ている】をご回答いただいた方にお伺いします。
　　　　 人手不足への対応方法について、どのような対策・取組を実施（検討）されていますか。
　　　　 該当する項目を以下から選択してください。（複数回答可）
（　　）採用活動の強化・多様化
（　　）賃上げや賞与・福利厚生の拡充（従業員の離職防止・定着率向上） 

（　　）事業のスリム化、業務プロセスの改善、外注活用
（　　）過剰品質・過剰サービスの見直し
（　　）デジタル化・DXによる省力化（生成AI、ITシステム、ロボットなどの導入）　　　
（　　）多様な人材の採用・活躍促進（シニア人材や外国人材など）
（　　）多様で柔軟な働き方の導入（テレワーク、副業・兼業、時短勤務など）
（　　）従業員のスキルアップ
（　　）労働時間・残業時間の増加
（　　）その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
Ｑ１-３　雇用や労働政策について、必要な支援やご意見ご要望等がありましたらご記入ください。
	ご意見・ご要望 記入欄
例）民間の会社説明会への参加費の助成、採用担当者向けセミナーの開催



２．中小企業・小規模事業者に対する主な支援策について
Ｑ２－１　原材料及び労務費の上昇分などコスト増加分の価格転嫁の実施状況について、あてはまる項目を選択してください。また、「一部（1割～4割程度）価格転嫁できている」または「全く価格転嫁できていない」とご回答頂いた方は、その理由等を自由意見等の記入欄にご記載ください。
（　　）全て価格転嫁できている　　　　　　
（　　）概ね（5～9割程度）価格転嫁できている
（　　）一部（1～4割程度）価格転嫁できている
　（　　）全く価格転嫁できていない
　（　　）コスト上昇の影響を受けていない
　（　　）その他の意見
	その他の意見や自由意見等、また価格転嫁できていない理由や背景など 記入欄




Ｑ２－２　今年1月1日に中小受託取引適正化法（取適法）が施行されましたが、この施行を受け2026年度の取引先との価格協議について、貴社の方針や状況に最もあてはまるものを教えてください。
（　　）取適法をきっかけに原価高騰分や労務費上昇分などを交渉する予定
（　　）取適法に関わらず、すでに定期的な価格協議・適正な転嫁ができている　　　
（　　）現時点では交渉する予定はない
（　　）自社は主に一般個人向け（BtoC）であり該当しない
　（　　）わからない
　（　　）その他
	その他の意見や自由意見等 記入欄




Ｑ２－３　中小企業・小規模事業者が適切に価格交渉・転嫁できる環境整備のため、必要な支援など、意見・要望がありましたらご記入ください。
	ご意見・ご要望　記入欄




Ｑ３　政府が推進する脱炭素社会の実現に向け、サプライチェーン全体での温室効果ガス削減を求
める動きが広がりを見せておりますが、貴社におけるカーボンニュートラルの取組みについて、あてはまる項目を選択してください。
（１）現在、カーボンニュートラルに向けた取り組みを行っていますか
　（　　）既に取り組み中である
　（　　）取り組む予定で検討している

　（　　）必要性を感じているが、まだ取り組んでいない
　（　　）取り組む予定はない
　（　　）わからない
　（２）カーボンニュートラルへの取り組みにあたり、貴社で課題となる項目を以下から選択してください。（複数回答可）
　（　　）設備投資など取り組むための金銭的・時間的コスト負担が大きい
　（　　）取り組むための専門知識やノウハウ、担当する人材が不足している
　（　　）自社へのメリットがない、メリットがわからない
　（　　）何から手をつければよいか、具体的な進め方がわからない
　（　　）取引先などの要請にどこまで応えればよいかわからない

　（　　）特にない

（　　）その他の意見
	その他の意見　記入欄



Ｑ４-１　2025年度、新潟県の最低賃金は、過去最大の引上げ（985円→1,050円）となりました。
この引上げを踏まえ、貴社における現在の「最低賃金の負担感」について、最もあては
まるものをご回答ください。
（　　）大いに負担になっている
（　　）多少負担になっている
（　　）負担になっていない・影響はない
　（　　）わからない
Ｑ４-２　仮に、今年度・来年度以降も2025年度と同水準またはそれ以上の最低賃金の引上げが行われる場合、想定される貴社への具体的な影響について該当するものを教えてください。
【複数選択可】
（　　）他の従業員の賃上げ抑制、一時金等の削減
（　　）従業員数の削減、採用の抑制（非正規社員含む）
（　　）残業時間・シフトの削減（非正規社員含む）
（　　）既存事業・サービスの縮小
（　　）設備投資の抑制・新規事業の取りやめ
（　　）具体的な対応が取れず、事業継続を諦める（休業、廃業等の検討）
（　　）特に影響はない
（　　）その他
	その他の意見や自由意見等、記入欄




Ｑ５　中小企業・小規模事業者に対する支援策について、必要な支援や、ご意見・ご要望等がありましたらご記入ください。
	ご意見・ご要望 記入欄



３. 地域創生・地域活性化、まちづくり・観光振興を支援する施策について

Ｑ６　政府は現在、「地方創生2.0」を掲げ、「強い地方経済」と「豊かな生活環境」の実現に向けた総合戦略を推進しています。人口減少社会を前提としながらも、地域が主役となる持続可能なまちづくりが求められる中、地方創生・地域活性化、まちづくり・観光政策等に対する支援策について意見・要望等がありましたらご記入ください。
	ご意見・ご要望　自由記入欄

例）駅や空港等とまちなかを回遊する二次交通・インフラの整備・拡充



４.その他について
Ｑ７　その他中小企業政策についてご意見・要望等がありましたら自由にご記入ください。
	ご意見・ご要望 自由記入欄



～設問は以上です。ご協力、誠にありがとうございました～
（１）本アンケートの目的・構成


令和9年度の税制改正及び中小企業政策に関する要望を、日本商工会議所を通じて国に対して行うために、会員事業所の皆様の声をお聞かせいただきたいと存じます。


貴社の事業や業界全体を発展させていくうえで必要となる税制改正や国の支援策、緩和すべき規制等がございましたら、この機会にご意見をお寄せください。お寄せいただきましたご意見・ご要望の内容は、当所の企業経営委員会において議論・検討し、新潟商工会議所の要望案として集約させていただきます。





また、本アンケートは、「経営課題」「税制改正」「中小企業政策」の3部構成となっております。各項目の回答欄に特にご関心のある項目のみご回答いただいても差し支えございません。また、特に自由記入欄へのご記入が無い場合は、選択回答だけご記入いただき、ご返送ください。是非とも、ご協力の程お願いいたします。





（２）本アンケートの回答方法・回答期限


回答につきましては本調査票にご記入いただき同封の返信用封筒にてご返送いた


だくか、Word版もご用意しておりますので、下記URLよりダウンロード、または下記メールアドレスにご連絡ください。また、アンケートフォームでの回答も可能ですので、下記の二次元コードよりアンケートフォームにアクセスの上ご回答ください。





回答期限につきましては、ご多忙中、誠に恐縮ではございますが、


４月２日（木）までにご回答いただきますようお願い申し上げます。





【Word版ダウンロード先」 


�HYPERLINK "https://www.niigata-cci.or.jp/archives/16840"�https://www.niigata-cci.or.jp/archives/16840�





【問合せ先】新潟商工会議所　経営相談課


メールアドレス：soudan@niigata-cci.or.jp


TEL：025‐290‐4212	　　FAX：025‐290‐4421





アンケートフォーム





�








その他およひ自由記入欄





【具体的な課題】














【課題解決に役立つ支援策】




















●以下の４つの項目について【当所の令和8年度の主な税制改正要望】と【令和8年度税制改正】を基にお聞きします。これらの設問に関して、ご意見・ご要望等を選択、もしくは自由なご意見を記入してください。特にご意見がない設問については、空欄のまま回答していただいて結構です。


※欄が不足する場合は、別紙使用可（様式は任意）





１．法人税・所得税等について�
P4�
�
２．事業承継税制・相続税について�
P5�
�
３．消費税について�
P6�
�
４．その他の項目(納税環境の整備・その他)�
P7�
�






その他の意見および自由記入欄








ご意見・ご要望 記入欄


（例）基本要件となっている賃上げ率1.5％以上のハードルが高い、など




















その他の意見および自由記入欄








ご意見・ご要望 記入欄








その他の意見 記入欄








その他の意見 記入欄























ご意見・ご要望 記入欄


（取引相場のない株式の評価方法の見直しについてなど、様々な事項についてご要望やご意見をください）











その他意見や影響の内容について、自由記入欄


（例 “マイナスの影響”）レジや会計ソフト、値札などの変更など改修コストや多大な労力が発生するなど。


（例 “プラスの影響”）消費者の購買意欲が回復し、売上増加・客数の増加が期待できるなど。








ご意見・ご要望 記入欄











ご意見・ご要望 記入欄


例）軽減税率による事務負担の増加が大きい、など











ご意見・ご要望 記入欄


例）e-TAX（国税）とeLTAX（地方税）の統合など。





ご意見・ご要望等　自由記入欄（カーボンニュートラル、人手不足・雇用問題、労働改革・働き方改革、生産性向上（IT・ICTの導入含む）などについて、現状の課題や税制面での措置が必要と思われることなどをお知らせください。）


（例）●●税制の活用を検討したが、要件が厳しく、利用しづらいなど














●中小企業政策等に関しての設問テーマは以下の４項目です。


１．雇用・労働政策について�
P8�
�
２．中小企業・小規模事業者に対する支援策について�
P9�
�
３．地方創生・地域活性化、まちづくり・観光振興を支援する施策について�
P11�
�
４．その他について�
P11�
�
●貴社や業界の現状を踏まえ、以下の２点について、感想などでも結構でございますので、忌


憚のないご意見をお聞かせください。（設問「４.その他」の欄に記載してください）


①これまでの国の補助金や軽減税制等の利用実績とその評価


②事業に直接的に関係する法律等に基づく各種規制で、緩和もしくは維持して欲しいもの
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